事　務　執　行　概　要
ブランド戦略推進課

総務・企画グループ
１　庶務事務について
　　室の一般庶務事項を掌るとともに、室の諸給与、物品購入管理事務のほか、室業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務業務の適切な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　室内、関係他室課及び関係機関との企画連絡調整のほか、室内他グループに属さない事項に関する事務事業の円滑な推進と運営に努めた。
３　食品ロス削減対策の取組について
（単位：千円）
	年　度
	区　　　分
	財　　源　　内　　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	3,020
	0
	3,156
	1,576
	7,752

	
	決　算　額
	2,967
	0
	3,139
	1,303
	7,409

	５
	予　算　額
	6,188
	0
	4,127
	1,905
	12,220

	
	決　算　額
	5,570
	0
	4,048
	1,561
	11,179

	６
	予　算　額
	3,958
	0
	1,331
	1,564
	6,853

	
	決　算　額
	3,869
	0
	1,322
	1,424
	6,615


特定財源： 地方消費者行政強化交付金（旧地方消費者行政推進交付金）

根拠法令等： 食品ロス削減推進法
（１） 食品ロス削減対策検討事業

　　令和２年度に作成した「大阪府食品ロス削減推進計画」に基づき、流通の各段階及び消費者で取組を行い、流通全体での食品ロス削減に取り組んだ。
令和６年度事業実績
・食品ロス削減ネットワーク懇話会の運営
全体会議開催：令和６年７月23日、令和７年２月７日
・「大阪府食品ロス削減推進計画」の中間見直しに向けた食品ロス発生量及び府民意識の調査を実施

・「おおさか食品ロス削減パートナーシップ事業者交流会」を開催
：令和６年８月27日
・食品ロス削減月間（10月）における事業者・市町村の取組の広報・啓発支援
（２）消費者行動促進支援事業（“もったいないやん活動隊”人材育成事業）
　　食品ロス削減について啓発活動などを担うボランティア「もったいないやん活動隊」の募集や養成講座を開講した。また、活動隊が主体となって啓発手法等を考える検討会を開催し、その成果を食品ロス削減イベント「もったいないやんＥＸＰＯ」で実践した。
　・もったいないやんＥＸＰＯ：令和７年２月18日

（３）食品ロス削減行動推進事業
大阪産(もん)イベント会場における食べきり啓発や環境影響の掲示や体験ブースの出展、食品ロス削減ポータルサイトの運営を通じ、府民の行動変容につながる啓発を行った。
４　乳業関係事業について
（1） 加工原料乳生産者補給交付金等交付業務の受託

畜産経営の安定に関する法律に基づく「加工原料乳生産者補給制度」の円滑な実施のため、独立行政法人農畜産業振興機構から委託を受け、加工原料乳の用途別取引数量の算出等を実施した。

（単位：千円）
	年　度
	区　　　分
	財　　源　　内　　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	219
	0
	219

	
	決　算　額
	0
	0
	171
	0
	171

	５
	予　算　額
	0
	0
	250
	0
	250

	
	決　算　額
	0
	0
	160
	0
	160

	６
	予　算　額
	0
	0
	197
	0
	197

	
	決　算　額
	0
	0
	130
	0
	130


　　特定財源　：加工原料乳生産者補給交付金等業務受託金
　　根拠法令等：畜産経営の安定に関する法律
                加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱

（２）学校給食用牛乳供給事業

	
	４年度
	５年度
	６年度

	府内供給価格（円／200cc）
	紙　56.02
	紙　64.03
	紙　65.24　

	保護者負担額（円／200cc）
	紙　55.88
	紙　63.90
	紙　65.11　

	供給本数（千本）
	106,276
	105,930
	104,960

	供給学校数（校）
	1,427
	1,429
	  1,442


　　
根拠法令等：酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律


学校給食用牛乳供給対策要綱


大阪府学校給食用牛乳供給対策要綱
　　牛乳を学校給食用に年間継続して計画的に、かつ効率的に供給するため、供給事業者の選定及び　　価格の決定等を行った。
大阪産推進グループ
１　大阪産(もん)ブランド向上事業

（単位：千円）　※令和５年度より大阪産(もん)戦略的輸出促進事業を統合
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	0
	0
	0
	2,538
	2,538

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	2,197
	2,197

	５
	予   算   額
	0
	0
	0
	12,812
	12,812

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	12,432
	12,432

	６
	予   算   額
	0
	0
	0
	7,270
	7,270

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	6,617
	6,617


（１） 大阪産(もん)全国魅力発信事業
大阪産(もん)の認知度向上と利用・消費の拡大に向け、大阪産(もん)に関する情報発信や量販店等での大阪産(もん)PR販売等を行った。また、マッチング商談会の開催等により、府内小売店・飲食店における活用促進を図った。また、府内飲食店等における大阪産(もん)の活用及び府内農林水産物事業者等の万博への参画機会の拡大を目指し、万博調達コード適合商品等を掲載したデータベースの運用等により生産者へ商談機会を提供した。
　令和６年度事業実績

◆SNSやメディアを活用した生産者等PR
・ジェイコムと連携した大阪産(もん)応援番組「かもん！おおさかもん！！」の放送
・HP上で大阪産(もん)が味わえる・買える・体験できる施設の情報を集約した「おおさかもんマップ」の公開・情報発信　　
・空港・鉄道会社等と連携したコンテンツの情報発信　　
◆企業や教育現場と連携したPR
・大阪産(もん)品評会及びポップアップレストランの開催
・大手コンビニや食品会社と連携した新商品の販売
・ホテルやレストラン・社員食堂等での大阪産(もん)の活用
・コンビニやスーパー等と連携したPR販売イベントの実施
・展示会・商談会での大阪産(もん)PR

◆大阪産(もん) データベースの運用（運用開始（令和５年３月28日から））
(日本語版サイト)
・掲載商品数　276商品　（農林水産物228、加工品48）※令和７年５月末時点

掲載事業者数　175生産者、14流通事業者

(英語版サイト)
・掲載商品数　83商品　（農林水産物78、加工品５）※令和７年５月末時点
・掲載事業者数　54生産者
２　大阪産(もん)戦略的輸出促進事業

（単位：千円）　※令和５年度より大阪産(もん)ブランド向上事業に統合
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	4,897
	0
	0
	4,897
	9,794

	
	決   算   額
	4,591
	0
	0
	4,591
	9,182

	５
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	0
	0


特定財源：地方創生推進交付金

アジア市場等の需要を取り込んで農林水産業・食品産業の成長産業化を図ることを目的に、大阪産(もん)や大阪産(もん)名品をはじめとする府内産品を海外で発信するとともに、国内外のバイヤーとのマッチングを実施するなど、事業者が自律的に海外展開を拡大していくための支援を行った。
令和６年度事業実績

◆海外バイヤーとのマッチング支援
・国際展示会への参加・出展（令和７年３月11日～14日　東京）

◆地域商社等との連携による大阪産(もん)の現地需要調査及びプロモーション販売
· 市場の仲卸業者を通じて泉州水なすを現地の卸業者に販売するとともに、現地小売店でプロモーション販売を実施（香港）
· 市場の仲卸業者を通じてデラウェアを現地の卸業者に販売するとともに、現地需要調査及び現地小売店でのプロモーション販売を実施（マレーシア）

◆インバウンド等に向けた大阪産(もん)・大阪産(もん)名品プロモーション

・　WEBやSNS等を通じた「大阪の食」の魅力発信
２　大阪・関西万博に向けた大阪産(もん)の活用拡大支援事業

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	20,100
	0
	0
	0
	20,100

	
	決   算   額
	20,027
	0
	0
	0
	20,027

	５
	予   算   額
	37,961
	0
	0
	0
	37,961

	
	決   算   額
	37,685
	0
	0
	0
	37,685

	６
	予   算   額
	0
	0
	0
	22,005
	22,005

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	5,775
	5,775


特定財源：地方創生臨時交付金

大阪・関西万博に向けた大阪産(もん)活用拡大については、国内外の来阪者の府内周遊促進を図るため、オール大阪で地元の魅力を発信する「大阪ウィーク　～春・夏・秋～『地域の魅力発見ツアー～大阪43市町村の見どころ～』」において大阪産（もん）の魅力を発信するため、出展に向けた映像制作及び企画・調整等の事前準備を行った。
令和６年度事業実績　

◆万博会場内での大阪産(もん)活用に向けた働きかけ
・万博協会主催万博公式参加者向け相談会内　ブース出展（令和６年６月24日・27日・28日）
・万博公式参加国・地域による表敬訪問でのパンフレット配架

・万博協会公式HP（調達コードのページ）にリンク先掲載（R6年11月12日）
・各国パビリオンへの働きかけ（紹介メールを送付）

◆出展に向けた事前準備
・映像制作

・メニュー開発をはじめとするブース運営に向けた事業者への協力の働きかけ
・ブース出展・ステージコンテンツに係る企画・調整等
３　大阪産(もん)を活用した脱炭素化推進事業

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	５
	予   算   額
	0
	0
	11,373
	
	11,373

	
	決   算   額
	0
	0
	11,319
	
	11,319

	６
	予   算   額
	0
	0
	15,393
	
	15,393

	
	決   算   額
	0
	0
	14,785
	
	14,785


特定財源：環境保全基金

「Osaka AGreen Action」の一環として、地産地消や食を通じた環境に配慮した行動等、府民の行動変容を促進し、府域全体でAGreen Actionを通じた大阪産(もん)の消費拡大を図り、脱炭素化の推進に取り組んだ。
令和６年度事業実績
◆府民の行動変容の契機となるイベントを年２回実施

・大阪産(もん)マルシェ ～Road to EXPO 2025～
（令和６年５月25日、令和６年５月26日）

・Welcomingアベノ・天王寺 おおさかもん祭り ～Road to EXPO 2025～
（令和６年11月9日、11月10日）

産業連携グループ
１　府内産の農林水産物を用いた加工食品の開発、付加価値の創出等（６次産業化）の促進

（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	10,226
	0
	0
	0
	10,226

	
	決   算   額
	10,060
	0
	0
	0
	10,060

	５
	予   算   額
	8,893
	0
	0
	0
	8,893

	
	決   算   額
	8,878
	0
	0
	0
	8,878

	６
	予   算   額
	9,482
	0
	0
	0
	9,482

	
	決   算   額
	9,423
	0
	0
	0
	9,423


特定財源　：農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策） 

根拠法令等：農山漁村振興交付金交付等要綱、大阪府農山漁村発イノベーション対策補助金交付要綱
大阪府内の農林漁業者等の農林水産物を用いた加工食品の開発、付加価値の創出等をサポートするため、業務委託により「大阪産（もん）農山漁村発イノベーションサポートセンター」を設置、相談対応やプランナーの派遣、「人材育成研修会」を実施した。

大阪府内の農林漁業者と地域の様々な事業者等とのネットワークを活用した新商品開発や施設整備、販路開拓の取組について支援した。
２　農水産物消費拡大事業
（千円）　
	年度
	区　　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	3,886
	0
	0
	0
	3,886

	
	決　算　額
	1,460
	0
	0
	0
	1,460

	５
	予　算　額
	2,465
	0
	0
	0
	2,465

	
	決　算　額
	2,127
	0
	0
	0
	2,127

	６
	予　算　額
	2,183
	0
	0
	0
	2,183

	
	決　算　額
	1,402
	0
	0
	0
	1,402


特定財源　：消費・安全対策交付金
根拠法令等：消費・安全対策交付金交付等要綱、大阪府農水産物消費拡大事業補助金交付要綱
市町村や民間団体等が行う地産地消の推進や食文化の継承などの食育活動を支援することにより、大阪産農水産物の利用促進、消費拡大を図った。
３　食品産業育成事業
（千円）　
	年度
	区　　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	0
	487
	487

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	348
	348

	５
	予　算　額
	0
	0
	0
	457
	457

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	356
	356

	６
	予　算　額
	0
	0
	0
	507
	507

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	460
	460


府内食品産業関係団体への指導等を通じ、府内食品産業の健全な発展を図った。

（１）食品産業振興事業　
大阪の食の魅力を全国に発信し、府内食品産業の振興を図るため、「大阪産(もん)」及び「大阪産(もん)名品」認証制度を運用し、イベント等を通じてＰＲに努めた。

◆大阪産(もん)　

大阪府内で収穫・生産される農林水産物と、これらを原料とした加工食品

令和６年度末許可件数　　８７２事業者　　

◆大阪産(もん)名品

使用原材料の原産地にかかわらず、大阪の特産にふさわしい個性や特徴を有する加工食品

令和６年度末認証数　　１７４事業者　３５４商品
４　食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策事業
（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	51,452
	0
	0
	0
	51,452

	
	決   算   額
	66,194
	0
	0
	0
	66,194

	５
	予   算   額
	51,448
	0
	0
	0
	51,448

	
	決   算   額
	51,448
	0
	0
	0
	51,448

	６
	予   算   額
	608,969
	0
	0
	0
	608,969

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	0
	0


※国庫の差額については翌年度へ繰り越し

特定財源　：農林水産物・食品輸出促進対策整備交付金

根拠法令等：農林水産物・食品輸出促進緊急対策事業のうち食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策事業交付等要綱、大阪府食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備事業補助金交付要綱
輸出先国の規制やニーズに対応した輸出への取組に対し、HACCP等に対応した製造、加工、流通体制等の整備等への支援を行った。
５　特定農産加工業経営改善資金融資事業
農産加工品等の輸入に係る情勢の著しい変化に対処し、特定農産加工業者の経営の改善を促進するため、特定農産加工業経営改善臨時措置法（平成元年法律第65号）に基づき、経営改善、事業提携に係る計画を承認した。

根拠法令等：特定農産加工業経営改善臨時措置法
計画の主な内容
◆　事業の転換
◆　新商品又は新技術の研究開発又は利用
◆　事業の合理化その他経営の改善を図るのに必要な措置
◆　事業の提携（生産、保管、販売、新商品の研究開発の共同化又は合併等）
計画書の主な記載内容
◆　経営改善、事業提携の目標
◆　計画の内容、実施時期
◆　計画実施に係る資金額と調達方法及び人員配置

[image: image1]
過去３年間の承認件数と承認金額
	年度
	計画
	計画承認件数（件）
	承認金額（千円）

	
	
	新規
	変更
	合計
	新規
	変更(差額)
	合計

	４
	経営改善
	1
	0
	1
	76,789
	0
	76,789

	
	事業提携
	0
	0
	
	0
	0
	

	５
	経営改善
	2
	0
	2
	466,950
	0
	466,950

	
	事業提携
	0
	0
	
	0
	0
	

	６
	経営改善
	1
	1
	2
	354,339
	177,988
	532,327

	
	事業提携
	0
	0
	
	0
	0
	


市場・検査指導課
市場グループ
１　中央卸売市場への助言等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	6,714,305
	0
	0
	85,206
	6,799,511

	
	決   算   額
	2,123,489
	0
	0
	85,183
	2,208,672

	５
	予   算   額
	4,328,169
	0
	0
	126,526
	4,454,695

	
	決   算   額
	2,182,171
	0
	0
	126,526
	2,308,697

	６
	予   算   額
	2,596,260
	0
	0
	108,429
	2,704,689

	
	決   算   額
	1,309,253
	0
	0
	83,426
	1,392,679


※国庫の差額については不用額及び翌年度へ繰り越し

（１）大阪府中央卸売市場の助言
　昭和53年５月８日に開設した大阪府中央卸売市場の適正かつ健全な運営を図り、府民に対する生鮮食料品の円滑かつ安定的供給に資するため助言を実施した。
（２）大阪市中央卸売市場の整備
　大阪市中央卸売市場について、国庫を活用し、整備支援を実施（平成30年度～令和９年度）
２　地方卸売市場への助言等について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	0
	0
	8
	1,542
	1,550

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,351
	1,351

	５
	予   算   額
	0
	0
	8
	1,832
	1,840

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	1,425
	1,425

	６
	予   算   額
	0
	0
	1
	2,082
	2,083

	
	決   算   額
	0
	0
	1
	1,216
	1,217


（１）地方卸売市場への助言等
  　　地方卸売市場の適正かつ健全な運営を図るため、開設者に助言等を行った。
　　・対　　象　　開設者
　　・市場数　　18市場
　　・根拠法令　　卸売市場法
（２）地方卸売市場に対する情報提供
　　　府内の卸売市場及び業界関係者に対し、卸売市場業務に関係する情報提供を実施した。

３　食肉流通施設整備推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予   算   額
	0
	0
	29,052
	0
	29,052

	
	決   算   額
	0
	0
	29,052
	0
	29,052

	５
	予   算   額
	0
	0
	29,052
	0
	29,052

	
	決   算   額
	0
	0
	29,052
	0
	29,052

	６
	予   算   額
	0
	0
	29,058
	0
	29,058

	
	決   算   額
	0
	0
	29,059
	0
	29,059


　特定財源：食肉流通施設整備推進事業雑入
　　　　　　　　食肉流通の合理化と食肉の安定供給を図るため、地権者と連携し食肉流通施設の用地を運営主体に貸付けた。
４　食肉安定供給事業運営資金貸付金回収整理事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	区　　　　分
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	8,834
	8,834

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	7,393
	7,392

	５
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	10,022
	10,022

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	9,660
	9,660

	６
	予　 算 　額
	0
	0
	0
	5,499
	5,499

	
	決   算   額
	0
	0
	0
	3,277
	3,277


平成14年４月に契約締結し貸付けた食肉安定供給事業運営資金については、貸付金が償還されず督促を行っても滞納が継続したことから、平成30年３月30日に建物収去土地明渡等請求訴訟を提起、平成31年３月19日に和解成立、平成31年４月19日に建物等の引渡し、府有地の明渡しを受けた。

当該府有地の売却までの間、適切な管理に努めるため、巡回警備や除草等を実施するとともに、開発事業者を公募し、令和７年３月27日に事業予定者を選定した。
５　災害救助用食料備蓄事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　　度
	区　　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予算額
	0
	0
	2,531
	0
	2,531

	
	決算額
	0
	0
	2,531
	0
	2,531

	５
	予算額
	0
	0
	2,531
	0
	2,531

	
	決算額
	0
	0
	2,531
	0
	2,531

	６
	予算額
	0
	0
	2,531
	0
	2,531

	
	決算額
	0
	0
	2,313
	0
	2,313


　　特定財源（その他）：災害救助基金繰入金
根拠法令等：災害救助法、大阪府地域防災計画
　災害発生時における食料の確保を図るため、主食である精米の備蓄体制の整備を行った。
・精米保管費用負担金　　　　2,531千円
・保管量　　　　　　　　　　精米　　　984トン＝82万人×200ｇ×３食×２日分　　　　　　　　　　　　　　
・米穀備蓄業者　　株式会社大阪第一食糧　ほか５社
令和６年４月～令和７年３月　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン）

	卸売業者名
	倉庫等名称
	倉庫等所在地
	精米保管量

	株式会社大阪第一食糧
	泉佐野工場
	泉佐野市
	208

	幸南食糧株式会社
	本社倉庫
	松原市
	440

	幸福米穀株式会社
	本社倉庫
	枚方市
	 120

	株式会社丸三
	本社倉庫
	東大阪市
	150
（６月30日～２月28日：9～77）

	株式会社勝山商店
	本社倉庫
	富田林市
	8

	ライスフレンド株式会社
	津田物産株式会社大東流通センター
	大東市
	58

	合　　　　　計
	984
（６月30日～２月28日：843～911）


６　米穀の流通監視業務について
「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（食糧法）」及び「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（米トレーサビリティ法）」に基づき、用途限定米穀の流通の適正化等及び米穀等の産地伝達や表示の適正化に努めた。
団体指導グループ
１　農業協同組合等の指導について

農業協同組合及び農事組合法人の健全な運営を期するため、組合に対し、調査の実施やヒアリングにより継続的に情報の収集・分析を行うとともに、定款等の変更の認可や各種届出を受理した。

(１)認可・承認

①　農業協同組合の定款の変更認可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合
②　農業協同組合の共済規程の変更承認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合

（２）届出

① 農事組合法人の定款変更の届出          　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ 法　人
② 農事組合法人解散届出書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 法　人

③ 農業協同組合解散届出書          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３ 法　人

根拠法令等        農業協同組合法、農業協同組合法施行規則　

大阪府農業協同組合法施行細則

(３)農業協同組合への調査の実施
　 　① 農業協同組合一斉調査

今後における農業協同組合の監督指導に資するため、組合の組織、財務及び事業等について調査を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　１４ 組　合

② 信用事業を行う農業協同組合の経営概要調査
　　　農業協同組合の業務の健全性や適正性に係る問題を早期に発見し、改善に向けた指導に資するため、決算状況、自己改革の方針・取組み状況等について調査を実施した。　１４ 組　合
　③ 総務関係調書
　　　農業協同組合の実態把握及び今後の執務の参考とするため、農業協同組合の概況について調　査を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合
　④ 農薬等の使用履歴の確認について
　　　食の安全・安心への取組みにかかる対応や姿勢が厳しく問われていることを受け、農業協同組合に対し、米や野菜等の生産履歴記帳簿等で農薬使用履歴が適正に記載されているか調査を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合
(４)法令等に基づく報告

① バーゼルⅡを踏まえた早期警戒制度に係る農業協同組合に関するデータの報告

     　                                                                    １４ 組　合

②取引実態、マネー・ロンダリング及びテロ資金供与対策の実施状況に関する報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４ 組　合
(５)指導等

農業協同組合経営の健全化等に資することを目的に、経営状況を確認するとともに問題の解決を図るための調査・指導・意見交換等を行った。
➀ 農業協同組合オフサイト・モニタリング
（監査部署・リスク管理部署との意見交換含む）      　　　　　　      １４ 組　合
② 農業協同組合トップヒアリング　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ 組　合
　　 ③ 不祥事等が発生した農協に対する報告徴求命令　　　　　　　　　　　　　  １ 組　合

(６)人権問題啓発推進事業

農業協同組合等の役職員等を対象として、人権問題に関する研修会を開催した。

	年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	開催回数
	４回
	４回
	４回

	出席者数
	336名
	251名
	263名


(７) 農業協同組合等代表者会議の開催

農業協同組合の役員を対象に、府施策推進への協力を求めるとともに人権研修等を開催した。　 

	年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
年度

	出席者数
	59名
	63名
	 64名


２　農業共済組合の検査及び指導について

 　 農業共済組合の健全な運営を図るため、農業保険法に基づき、検査、指導等を行った。

（１）常例検査及び要請検査

検査の結果については、検査書を交付し、事業の適正健全な運営の確保に努めた。

根拠法令等      農業保険法

大阪府農業共済組合検査規則

（２）認可・承認

① 事業規程の変更認可　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 　　　　１　件

② 事務費の賦課承認　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　 １　件

③ 定款変更の認可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　件　

根拠法令等       農業保険法　　　

農業保険法施行令

団体検査グループ
１　農業協同組合の検査について

　　府内の信用及び共済事業を行う農業協同組合に対し、農業協同組合法第94条第4項に基づく常例検査を実施した。

検査の結果については、役員等に対する講評を行うとともに、検査書の交付を行った。

	年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	検査対象組合数
	14
	14
	14

	検査実施組合数
	14(216店舗)
	14(216店舗)
	14(212店舗)


　根拠法令等：農業協同組合法

 大阪府農業協同組合検査補助業務委託費

（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和４年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	2,024
	2,024

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,024
	2,024

	令和５年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	2,980
	2,980

	
	決算額
	0
	0
	0
	※1,980
	1,980

	令和６年度
	予算額
	0

74
	0
	0
	2,772
	2,772

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,618
	2,618


※予算流用減1,000(千円)

２　土地改良区検査業務について

土地改良法に基づき、府内土地改良区の定期検査等を実施した。

	検　査　年　度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	検査実施改良区数
	25
	19
	25


根拠法令等：土地改良法第１３２条第１項、土地改良法第１３３条

大阪府土地改良区等検査実施要領

＜対象業種＞


○指定業種（法第２条第２項により農林水産省令で定める業種）


　・かんきつ果汁製造業・非かんきつ果汁製造業・パインアップル缶詰製造業・こんにゃく粉製造業


　・トマト加工品製造業・甘しょでん粉製造業・馬鈴しょでん粉製造業・米加工品製造業


・麦加工品製造業・砂糖製造業・菓子製造業・乳製品製造業・牛肉調製品製造業・豚肉調製品製造業　計14製造業


○関連業種


（法第３条第２項により農林水産省令で定める特定農産加工業者との事業提携ができる業種）


　・果実加工食品製造業（かんきつ果汁製造業･非かんきつ果汁製造業・パインアップル缶詰製造業を除く）・こんにゃく製品製造業・甘しょ加工食品製造業・馬鈴しょ加工食品製造業


・米菓製造業・みそ製造業（米又は麦使用に限る）・しょうゆ製造業


・めん製造業（小麦粉使用に限る）・パン製造業・せんべい製造業（小麦粉を原材料としているものに限る）


・冷凍冷蔵食品製造業（生乳又は乳製品を原材料としたものに限る）


・食肉調製品製造業（牛肉調製品製造業及び豚肉調製品製造業を除く）　　計12製造業











